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公立病院事業に係る特別交付税に対する要請書
　地方自治の充実・強化のために御奮闘されている貴職に対し心から敬意を表します。

　さて、2009年度の病院事業に係る交付税措置については、病床割単価と救急告知病院の大幅な引き上げが行われているところです。また、特別交付税についても、不採算医療に対する措置や不採算地区病院への増額が行われています。しかし、これまで不採算地区病院として特別交付税措置がされていた一部病院については、要件変更により不採算地区要件より外れる状況にあり、今後の公立病院の経営と医療確保体制に大きな影響が出るとの報告がされています。病院によっては、一般会計からの繰入額に匹敵する程の交付税減額となる病院もあり、地方自治体の財政規模が小さい中で、大きな問題となっています。
このことから、2009年度以降、不採算地区病院の要件から外れる公立病院に対して、病院経営と地方財政に支障が出ないよう、下記の通り、適切な措置を要請します。

記
１．2009年度以降、不採算地区病院の要件から外れる公立病院に対して、病院経営と地方財政に支障が出ないよう、経過措置など必要な措置を行うこと。
以上
